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特集（招待論文）

1．はじめに

「オープンアクセス」は，図書館情報学分野の中でも
特に学術情報流通，学術コミュニケーションという領域
で現在多くの関心を集めている。オープンアクセスとは

「学術雑誌論文を無料で読めるようにすること」と言わ
れているが，市場での売買を基本とする資本主義社会で
なぜこのようなことが理念として主張できるのかについ
ては，少し広い文脈の中で位置づけることが必要である。

他方で学術情報流通の現状，特に学術雑誌に関しては，
ごく少数の商業出版社による出版の寡占化が進んでお
り，オープンアクセスがその主たる動向を変化させたわ
けではない。しかし，オープンアクセス運動が普及しだ
したのはここ数年のことで，現在その実践は多様な方向
へと展開しはじめた段階ともいえる。

そこで本論文では，現在オープンアクセスに関心が集
まっているのは何故なのか，その背景と契機についてま
ずは検討したい。その上で，現在のオープンアクセスが
どのような方法で「情報・知識へのアクセスの向上」を
成し遂げようとしているのか，その現状について検討し
ていきたい。２章ではオープンアクセスの理念を，３章
ではその背景としての情報メディアの電子化について，
そして４章でオープンアクセスの現状について検討する。

オープンアクセスの理念と現状

倉田　敬子１）

本論文の目的は，学術情報流通において大きな関心を呼んでいるオープンアクセスに関して，
その理念と現状を明らかにすることである。最初にオープンアクセスを「情報・知識へのアク
セスの向上」という大きな文脈から考えられることを確認した上で，Budapest Open Access 
Initiativeでの主張の背景を「古い伝統と新しい技術」および実現のための２つの方策という観
点から検討した。さらに情報メディアの電子化としての電子ジャーナルの導入とそれに伴う大
学図書館の役割の変化が，学術情報流通の変革としてのオープンアクセスに促進と阻害両方の
影響を与えていることを論じた。次にオープンアクセスの現状を明らかにするために，オープ
ンアクセスを実現する手段を７類型に分類することでその広がりを示した。オープンアクセス
の進展度に関しては実証的なデータが少ないが，科学技術分野全体では20％程度と推測される
ことを示した。生物医学分野のオープンアクセスに関しては，実証的なデータに基づいてその
特徴を整理した。最後にオープンアクセスの今後の方向性に関して，オープンデータや研究成
果の公表のあり方をも含めて検討した。
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2．オープンアクセスの理念
2.1　人類共通の理念としてのオープンアクセス

著名な歴史学者で現在ハーバード大学の図書館長を務
めているDarnton（2010）は，全米デジタル図書館（Na-
tional Digital Library）構想に関する講演で，Thomas 
Jeffersonの “知識は人類の共有財産である（Knowledge 
is the common property of mankind）” という言葉を引
用しながら，アメリカ合衆国の創立者たちは，米国とい
う共和国創立の背後でもう一つの「文字の共和国（Re-
public of Letters）」の創立をも構想していたと述べてい
る。この共和国とは，読み書きを行える全ての人が自由
に使うことのできる，開かれた知識の基盤と考えられて
いた。Darntonは全米デジタル図書館構想とは，この共
和国を現代で実現させるものだとうったえている。この
ような知識の基盤を構築することは，まさにオープンア
クセスの理念であるといえる。

Willinsky（2005）は，オープンアクセスを “知識への
アクセスの向上” と位置づけている。彼はオープンアク
セスを実現させた事例として10類型を示しているが，そ
の中にはElsevier社による電子ジャーナル提供のための
プラットフォームも挙げられている。このプラットフォ
ームで提供されている個別の電子ジャーナルの内容（論
文）の購読は基本的に有料であり，一般的な感覚からい
えばこれがオープンアクセスの事例であるとは思えな
い。しかし，彼は約2,000誌の雑誌論文の書誌事項と抄1）慶應義塾大学
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録が無料で提供され自由に検索できる点が，「アクセス
の向上」に当たると見なしている。確かに一出版社に限
定されるとはいえ，これまでならデータベースなどを契
約しなければ利用できなかった書誌データや抄録を，無
料で使えるようになったというのは，アクセスの向上と
考えることはできる。

彼はまた図書館の歴史とは，まさに「アクセスの向上」
を目指した実践の歴史であるとも述べている。世界中の
本を集めようとしたアレキサンドリア図書館も，国民に
無料で知識を提供する近代公共図書館の制度も，情報・
知識へのアクセスの向上こそ図書館の理念であったとい
える。

つまり，オープンアクセス運動の理念とは，そのエッ
センスという意味で，人類共通の目標であり，特に図書
館や図書館情報学分野がこれまで目指してきた目標と重
なるものである。オープンアクセスが，現在多くの人の
関心を引くようになっている遠因は，ここにあるといえ
る。

2.2　現代のオープンアクセス運動の契機と背景
オープンアクセスが人類共通の目標とまでいえるな

ら，逆になぜこの20世紀末にオープンアクセス運動が脚
光をあびることになったのかを考えてみたい。現代のオ
ープンアクセス運動は，ここから始まったと明確にわか
るものではなく，1990年代以降の多様な実践と主張が積
み重なっていくなかで，オープンアクセスという一種の
シンボルへとまとまっていったと考えられる（倉田，
2007）。ここではオープンアクセスという用語が，図書
館や学術コミュニケーション研究領域に広がった契機と
なったBudapest Open Access Initiative（2002）を取り
上げる（以後BOAIとする）。

このBOAIにおいて，現在のオープンアクセス運動の
基本的な方向性や立場が示されていたと考えられる。こ
こではそのうち２つの観点に焦点を当ててみたい。第一
の観点として，この宣言でオープンアクセスが “古い伝
統と新しい技術の融合” の結果であるとされている主張
を見てみる。古い伝統とは，学術情報がもともと研究者
たちによって共有される性質をもっているという点であ
る。近代科学は研究者集団が共同で成し遂げる社会的行
為であり，誰もが他の研究者の成果に基づいてしか自分
の研究を計画することはできない。他方で自分の研究成
果も，他の研究者に認めてもらってはじめて意味あるも
のとなる。実験や調査によって何かを発見したとしても，
それは論文等で発表して認められてはじめて知識となっ
ていくのである。だからこそ研究者たちは，成果を雑誌
に投稿し掲載してもらう際に，著者としての著作権を放
棄し，そこから経済的対価を得ることを行わない。それ
よりも自らの成果が広く普及することを望むとされてい
る（名和，2002；倉田，2007）。

新しい技術とは，インターネットに代表される電子メ
ディアの台頭である。特に学術情報に関しては，1990年
代以降電子ジャーナルが急速に普及した。オープンアク
セス運動が21世紀が始まるこの時期に広く注目を集めた
背景には，この電子メディアの普及とそれがもたらした
学術情報流通制度の変容があると考えられる。これにつ
いて，次の３章で詳しく検討する。

第二の観点は，オープンアクセス実現のために以下の
二つの方策が示されたことである。一つは著者支払いモ
デルによるオープンアクセス雑誌の刊行であり，もう一
つは著者自身による論文のセルフアーカイビングであ
る。前者はGold Road（金の道），後者はGreen Road（緑
の道）とも呼ばれている。従来は，商業出版社が利用者
に雑誌を売るいわゆる購読モデルが学術情報流通を支え
てきた。BOAIで示された二つの方策は，どちらも伝統
的な学術情報流通モデルとは異なるモデルを，示したと
いう意義があった。ただしBOAIが発布された時点で，
著者支払いモデルによるオープンアクセス雑誌は刊行が
開始されたばかりであり，現在セルフアーカイビンブの
シンボルでもある大学における機関リポジトリは，まだ
存在していなかった。この時点では実践の伴わない理念
でしかなかったともいえる。

3．情報メディアの電子化
3.1　物からアクセスへ

20世紀末から21世紀にかけてオープンアクセスという
理念が再び注目された背景には，電子メディアによって
学術情報流通に大きな変革がもたされたことがある。た
だしこの学術情報の電子化とオープンアクセスの関係
は，「電子化されたのでオープンにできるようになりま
した」という単純なものではない。現代のオープンアク
セスが，主流とはいえなくても実践が進んできていると
いうことは，情報の電子化なしには考えられないことで
ある。その意味で電子化は，オープンアクセスにプラス
に働いたといえる。しかし，現時点では簡単にオープン
アクセスが進まない理由もまた，この電子化によって引
き起こされているともいえる。

この節では，電子化がオープンアクセスにとっての前
提ともいえるとはどういうことかを考える。基本的には，
電子化によって⒜国際的な流通，⒝論文単位での流通，
⒞個人での発信，の３点が容易になった。技術的には，
研究者個人が自分の成果（雑誌論文）を全世界に即時に
流通させることが簡単にできるようになったということ
である。

学術情報は，他の一般的な情報も同様であるが，これ
までは基本的に印刷物という物に掲載することでしか流
通させることはできなかった。ラジオやテレビという放
送という新しい技術が出現しても，決められた時間に原
則１回しか流通しない方法では，学術情報を流通させる
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には不向きである。放送も保存するには磁気テープやデ
ィスクといった物が必要であることに代わりはなかっ
た。学術情報を流通させることは必然的に物流を行うこ
とでもあり，特に国際的に流通させるには，多大なるコ
ストと独自の流通ルートの確保が必要であった。これは
研究者個人が行える範囲を超えていたことになる。

2.2で述べたGreen Road，つまり著者によるセルフア
ーカイビングによってオープンアクセスを実現させると
いう主張は，カナダのHarnardが一貫して唱道してきた
ものであるが，それはインターネットの普及なしには考
えられない提案である。また，著者が費用を負担して誰
もが無料で読めるオープンアクセス雑誌も，「購入」と
いう段階を経ることなく誰もが雑誌の内容にアクセスで
きる仕組み（たとえばインターネット）が普及しなけれ
ば実現できない制度である。

3.2　電子ジャーナルと学術情報流通
3.2.1　大学図書館による電子ジャーナル導入と課題

インターネットが研究者の間で普及し始めても，一部
の実践を除いて，学術情報のオープンアクセスによる流
通は普及しなかった。学術雑誌の電子化は，伝統的な商
業出版社が自社の学術雑誌を一挙に電子ジャーナルと
し，大学図書館を契約窓口として流通させるという，新
しい流通モデルではなく，従来のビジネスモデルをより
強化させる方法で普及した。

電子ジャーナルの契約方法は多様であるが，最も主流
となっているのはビッグディール（Big Deal）と図書館
コンソーシアムの組み合わせである。ビッグディールと
は，個々の雑誌タイトルごとに購入するかしないかを決
めるのではなく，特定の出版社もしくはその中の特定の
主題の雑誌をまとめて契約するものである。個別タイト
ルごとに選択して購入するよりも，まとめて契約するた
めかなり割安になっている。

さらにこれらの契約を行うに当たって，各図書館が個
別に出版社と交渉するのではなく，図書館が集まって作
った図書館コンソーシアムが窓口となって，契約条件な
どを交渉するというやり方が普及した。出版社側も個別
に図書館と交渉するよりも効率的であり，図書館側もま
とまることで契約金額を増やし，より良い条件での契約
ができるようにしたいという期待があった。日本で最初
に構築された図書館コンソーシアムは，2002年の国立大
学図書館協議会電子ジャーナル・コンソーシアムである。
これには当時の国立大学図書館のほぼすべてが参加して
おり，立ち上げまでの１年半で海外の出版社と60回以上の
交渉をおこなったともいわれており（伊藤，2004），2000
年頃には欧米からかなり遅れていた日本の大学図書館の
電子ジャーナル導入が本格化する大きな契機となった。

日本の大学図書館での電子ジャーナル導入は，政府予
算による支援や会計方法の変更なども大きな推進要因と

なったが，やはり図書館コンソーシアムとビックディー
ルという仕組みが，その普及を加速したといえる。特に，
従来少数の外国学術雑誌しか購入できなかった中規模の
大学図書館において，大規模図書館に匹敵する規模の雑
誌へのアクセスが可能になった。2004年に実施された歳
森らによる国立国会図書館（2004）の調査によれば，国
立大学で電子ジャーナルを導入していない図書館は存在
しないのに，私立大学のC・Dカテゴリの大学図書館の
半数が当時未導入であった。私立大学でも最大値は国立
大学に匹敵しているが，平均値で見ると１/４から１/５
と圧倒的な差をつけられていた。当時，私立大学には図
書館コンソーシアムはなく，少数の大規模大学図書館は
個別に交渉することで，それなりの電子ジャーナルを導
入できていたが，それ以外の大学図書館では導入を本格
化させられていなかった様子が見てとれる。

その後，公立・私立大学図書館を対象とするPrivate 
and Public University Libraries Consortium（PULC）
も形成され，日本の大学図書館全体として電子ジャーナ
ルの普及は進んでいった。さらに図書館コンソーシアム
に関しては，2010年10月に，国公私立大学図書館と国立
情報学研究所が，電子ジャーナル・コンソーシアムの連
携を強化し，新たな組織を立ち上げるための協定を締結
した（国立情報学研究所，2010）。

利用できる電子ジャーナル種類数は増加しているが，
それにかかる費用の上昇も続いており，大学図書館によ
っては科学技術医学分野関連の資料費の大部分が，この
海外の電子ジャーナル契約のために当てられるようにな
り，基本的な図書を購入することすらできない図書館も
出てきている。大学図書館にとって電子ジャーナルの予
算をどう確保していくかが大きな問題となっている。

3.2.2　学術情報流通に果たす大学図書館の役割の変化
研究者が電子ジャーナルを利用する割合は急速に進ん

だ（Kurata・Matusubayashi・Mine・Muranushi・
Ueda，2007；倉田・三根・森岡・酒井・加藤・上田，
2009）。ただしその利用とは，印刷版学術雑誌と全く同
じ論文のPDF版を，ダウンロードして紙に印刷して読
むという利用の仕方が大部分であった。つまり，これま
で図書館に行って雑誌論文をコピーしていた行動が，自
分の研究室のプリンターから印刷するように変化しただ
けで，最も肝心の論文の読みに関しては変わっていない
という結果である。

欧米の学術雑誌を刊行する主要出版社のうち，科学技
術分野では９割を超える出版社が，電子ジャーナルでの
刊行を行っているという結果も出ている（Cox・Cox，
2008）。出版社も電子ジャーナルを本格的に展開し，研
究者もそれをよく利用しているという状況に対応するた
めに，多くの大学図書館がかなり迅速に電子ジャーナル
を導入していったといえる。



メディア教育研究　第７巻　第２号
Journal of Multimedia Education Research 2011, Vol.7, No.2, S42−S49

S45

研究者にとって今の電子ジャーナルの利用は，印刷版
学術雑誌の利用とほぼ変わらない，ただ入手が簡単で便
利になった（わざわざ図書館にいかなくても，夜中でも
入手できる）と認識されている。しかし，大学図書館に
とって，印刷版学術雑誌から電子ジャーナルへの展開は
大きな変化である。これまで大学図書館は，印刷物であ
る学術雑誌を選択的に購入し，広く研究者に利用しても
らうために目録等を整備し，雑誌は書架に並べ，将来の
利用に備えて保存してきた。多くの学術雑誌において，
大学図書館が購入することで，その刊行を支援していた
側面もあったと考えられる。

電子ジャーナルへの移行は，大学図書館が従来行って
きた雑誌選択，組織化（メタデータの作成やリンク），
提供，保存という機能を，すべて出版社もしくはアグリ
ゲーターに任せることになった。出版社が論文等のすべ
てのデータをサーバに所有し，論文を探す検索機能も，
論文を見せるインターフェイスも出版社が構築したもの
である。利用者から論文が読めないという苦情がきても，
図書館はただ出版社に連絡をとることしかできず，自分
たちで問題を処理することはできない。図書館が現在お
こなっているのは，データへのアクセス契約のための交
渉とその窓口となることである。さらに出版社やアグリ
ゲーターの契約が個々の雑誌単位ではなく，かなり複雑
な条件となっているため，自分たちが契約している電子
ジャーナルのリストを，図書館員自身で管理することも
困難になってきている。

3.2.3　学術情報流通の変革とオープンアクセス
印刷版学術雑誌から電子ジャーナルへの変化は，これ

までの情報メディアの歴史で繰り返されてきたのと同じ
ように，“古い機能と形式を踏襲して出現した新しいメ
ディア” と見なせる（倉田，2010b）。研究者にとって査
読制のある学術雑誌が，学術コミュニケーションの中核
であることは，印刷版であろうとも電子ジャーナルであ
ろうとも，現時点では大きな変化とは認識されていない。
成果発表の場として著名な学術雑誌の評価はゆらいでい
ない。また利用の場面を考えた場合，電子ジャーナルは
まだ印刷版学術雑誌が少し便利になった物に過ぎない。
情報メディアの電子化という観点から考えたとき，現在
の電子ジャーナルはまだ変化の始まりに過ぎず，今後よ
り大きな変化に向かう可能性は高い。

伝統的な商業出版社や大手学会出版社は，大学図書館
を契約窓口とする現在の電子ジャーナル導入を，学術情
報流通の電子化の成功と考えている。彼らにとって現在
の学術情報流通には何の問題もない。他方で，大学図書
館員やその関係者にとって，少数の商業出版社を中心と
する電子ジャーナルの寡占化は，選択肢が少なくなり出
版社の支配力が強まることを意味しており，電子ジャー
ナルの価格上昇への対応も含め，学術情報流通の将来へ

の不安がある。
オープンアクセス運動は，このような学術情報流通の

変化の様相を背景に始まった。どのような方法で実現さ
れるにしろ，オープンアクセスは従来の学術情報流通の
変革をせまるものであることは間違いがない。現在の学
術情報流通がうまく機能していると考えている出版社や
学会にとって，このような提案は受け入れがたいもので
あり，他方で現在の “学術情報流通は機能不全に陥って
い る ”（House of Commons Science and Technology 
Committee, 2004）と考える人たちにとっては，オープ
ンアクセスこそ将来の学術情報流通のあるべき姿といえ
る。現在の学術情報流通に対するこの正反対の認識こそ
が，オープンアクセスをめぐる激しい議論や批判の応酬
の根本原因といえる。

4．オープンアクセスの現状
4.1　オープンアクセスを実現する手段

ここまでオープンアクセスの理念とその背景を検討し
てきたが，この節では実際にオープンアクセスがどのよ
うな手段で実現されているかを見ていきたい。それによ
って，現在のオープンアクセスがどのような方向に，ど
れほどの広がりをもって展開されているかを知ることが
できる。２章で述べたように，オープンアクセスを実現
する手段としては大きく二つの方向，Green Road と
Gold Roadがあるとされてきた。これを基本としながら
も，その後の実践の展開をも含めて，現時点で実際に存
在している実現手段は以下の７類型に分類できると考え
る（倉田，2010a）。 ⒜〜⒟がGreen Roadに， 残りが
Gold Roadに入る。

⒜　著者のウェブサイト
研究者が自分のウェブサイトで論文等を公開する

手段で，もっともプリミティブなセルフアーカイブ
といえる。掲載雑誌の著作権の問題がクリアされて
いれば，研究者の誰もが簡単に行えるが，他方で一
定の水準で継続させることが困難であり，検索の手
段も十分ではない。

（b）大学等の機関リポジトリ（Institutional Reposito-
ry，以後IRとする）

主として大学が，所属する研究者の研究成果を収
集，提供している。商業出版社の雑誌に掲載された
論文のセルフアーカイブもあれば，学位論文や日本
の大学であれば紀要論文，授業シラバス，報告書，
実験データまで多岐にわたる。

標準的なメタデータ（書誌事項等）の形式を定め，
多くのIRがそれに従っているため，各大学で蓄積さ
れたメタデータを検索，収集することが可能になっ
ている。OAIster（http://www.oclc.org/oaister/）で
は，全世界1,100以上のIRの2,300万件の記事を検索
することができる（2010年11月現在）。世界のIRの

http://www.oclc.org/oaister/
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現状についてはRegistry of Open Access Reposito-
ries（ROAR http://roar.eprints.org/） やOpenDO-
AR（http://www.opendoar.org/）のサイトで統計
が公開されている。また，日本のIRについては国
立情報学研究所（NII）の学術機関リポジトリ構築
支援事業のサイトに機関リポジトリのリスト，収録
内容に関する統計などが公開されている（http://
www.nii.ac.jp/irp/）。日本のIRの多くがこのNIIの
支援によって構築された経緯がある。

⒞　専門領域別電子アーカイブ
ここに含まれるものとしては，物理学分野を中心

と す るarXivが そ の 代 表 例 で あ る（http://arxiv.
org/）。 現在はコーネル大学が運営しているが，
1991年にロスアラモス国立研究所のGispargが物理
学分野のプレプリントを電子的に蓄積，提供したの
が始まりである。特に高エネルギー分野の研究者に
よく使われており，オープンアクセスという用語が
使われる以前から，オープンアクセスを成功させた
事例といえる。その性質や機能の詳細については三
根（2009）の研究がある。

⒟　政府主導の電子アーカイブ
現在のところここに含まれるのは，米国国立衛生

研究所（National Institutes of Health, NIH） が運
営するPubMed Central（http://www.ncbi.nlm.nih.
gov/pmc/index.html）とその英国版であるUK PMC
だけである。生物医学分野に特化した電子アーカイ
ブで，後に詳述するが，NIHから研究助成金を得た
研究者は，その成果を雑誌公表後１年以内に，ここ
でオープンアクセスとして公開する義務がある。そ
の意味では⒞の専門領域別電子アーカイブの一種と
も考えられるが，国による義務化政策が主導してい
るという点が大きく異なる。また，研究者によるセ
ルフアーカイブだけでなく，出版社が刊行している
雑誌を電子的に公開するプラットフォームとしても
利用されている。オープンアクセス雑誌だけでなく，
刊行後一定期間（半年〜３年程度）後にオープンア
クセスにするというエンバーゴを採用している雑誌
も多く含まれている。

（e）オープンアクセス雑誌
オープンアクセス雑誌に関する情報を収集し，ウ

ェブサイトで公開しているDirectory of Open Ac-
cess Journals（DOAJ， http://www.doaj.org/）には，
5,600誌を超える雑誌が収録されている（2010年11
月時点）。ただしこのすべてが，著者が費用を負担
して読者が無料で読むことができる著者支払いモデ
ルに基づくオープンアクセス雑誌ではない。

三根（2007）はオープンアクセス雑誌を以下の５
種類に分けている。⒜完全無料型，⒝著者支払い・
読者無料型，⒞ハイブリッド型，⒟一定期間後無料

公開型，⒠電子版のみ無料公開型である。ここでは
⒜と⒝をオープンアクセス雑誌と見なし，残り３種
類は，購読モデルによる雑誌においてオープンアク
セスを実現している手段として区分する。

最も典型的なオープンアクセス雑誌とは，著者が
費用を負担し，読者は無料で読むことができる著者
支払いモデルによるオープンアクセス雑誌である。
BioMed Central 社（http://www.biomedcentral.
com/）とは，現在は大手商業出版社であるSpring-
er社に買収されたが，著者支払いモデルによるオー
プンアクセス雑誌のみを刊行する商業出版社である

（現在もSpringer社の雑誌とは別扱いでの刊行を続
けている）。2010年11月時点で，200誌を超えるオー
プンアクセス雑誌を刊行している。

BioMed Central社の雑誌は，その多くが小規模で，
インパクトファクターが付与されていたとしてもそ
れほど高くはない。その意味では，購読モデルによ
る伝統的な学術雑誌ほどのブランドを構築できてい
るとはいえない。BioMed Central社ほど数は多くな
いが，著者支払いモデルをとっている雑誌として
PLoS社の一連の雑誌は，逆に高い評価を得ているオ
ープンアクセス雑誌として有名である。最初に刊行
されたPLoS Biologyは，ノーベル賞受賞者である著
名な研究者を編集委員長に迎え，最初にインパクト
ファクターが付与された時にはその領域のトップの
数値であった。

（f）購読モデルによる雑誌におけるオープンアクセス
一般には，オープンアクセス雑誌と購読モデルに

基づく雑誌とは全く異なる存在であると考えるが，
実際には両者の区分は明確ではない。エンバーゴを
採用している雑誌では，最新号は普通に販売してい
るが，半年〜３年後には掲載論文はすべて，オープ
ンアクセスとして読むことができるようになる。
High Wire Press社の雑誌はほぼすべてがこのエン
バーゴを採用しており，1,400誌を超える雑誌を刊行
しているが，そのうち200万件以上の論文がこのエ
ンバーゴによって，オープンアクセスで読むことが
できる。

多くの商業出版社や学会で，著者が一定の金額を
払えば，自分の論文をオープンアクセスとして公開
することができるサービスが提供されている。雑誌
自体は売られているが，著者が費用を負担した論文
だけは公開と同時に無料で読むことができる。

さらに，印刷版の雑誌は売りながら，ウェブサイ
トでは無料で論文を公開している雑誌も存在する。
科学技術振興機構（JST）が運営しているJ-STAGE

（科学技術情報の発信・流通総合システム）で電子
ジャーナルを公開している日本の学会の雑誌の多く
がこの形である。J-STAGEはオープンアクセスを

http://roar.eprints.org/
http://www.opendoar.org/
http://www.nii.ac.jp/irp/
http://www.nii.ac.jp/irp/
http://arxiv.org/
http://arxiv.org/
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/index.html
http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/index.html
http://www.doaj.org/
http://www.biomedcentral.com/
http://www.biomedcentral.com/
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考えて作られたわけではなく，日本の中小規模の学
会誌を電子化するための，電子ジャーナルプラット
フォームとして構築されたもので，学会誌であれば
無料で利用することができる。無料で電子化して公
開してもらっている雑誌なので，学会としてもそこ
から利用料を徴収することにとまどいがあり，その
多くが結果的にオープンアクセスで利用できるよう
にしている。

⒢　その他
他にも論文を無料で提供しているサイトはいろい

ろある。たとえばfindarticle at BNET（http://find-
articles.com/）というサイトではビジネス，医学な
どに関する雑誌論文を無料で読むことができる。図
書館情報学分野のLibrary Trendsも収録されてい
て，図表は削除されているが本文は無料で読むこと
ができる。また，医療関係のウェブサイトでは，患
者のため，もしくは人材教育のために雑誌論文を無
料で提供しているサイトも存在する。

4.2　オープンアクセスの現状
4.2.1　全体的動向

オープンアクセスが現在どの程度進展しているかの動
向を，正確に把握するのは容易ではない。前節で統計を
示しているサイトなども紹介したが，いずれもオープン
アクセス雑誌とか機関リポジトリとかの個別の進展度で
あって，現在流通している学術雑誌論文のうちどのぐら
いが，オープンアクセスとして入手できるかについての
実証的な研究は少ない。

Björk, B-C., Welling, P., Laakso,M., Majlender1,P., 
Hedlund, T. & Guðnason, G（2010）は，科学技術分野
におけるオープンアクセスの割合を推定している。彼ら
は学術雑誌のディレクトリから，分野ごとのタイトル数
を概算し，商業出版社や学会誌などいくつかのグループ
ごとに論文数を推定し，そこから抽出した論文をサーチ
エンジンで調べることでオープンアクセスの割合を推定
する方法をとっている。オープンアクセス雑誌はまた別
に集計している。その結果，科学技術分野全体としては
2008年に出版された雑誌論文のうち20.4％の論文がオー
プンアクセスであったとしている。彼らの研究は科学技
術分野全体という広い対象に対して，丁寧な方法をとっ
ているものではあるが，雑誌のグループ化や論文数の推
定に基づくオープンアクセス割合であるため，別の数値
が示される懸念が残る。

4.2.2　生物医学分野の動向
⑴　オープンアクセスの割合

われわれの研究グループでは，科学技術全分野ではな
く生物医学分野に限定して，より詳細にオープンアクセ
スの割合とその特徴を調査してきた。2005年に刊行され

た論文が2006年時点でオープンアクセスになっているか
どうかをサーチエンジンを使って調べるという調査を行
ったところ，オープンアクセスの割合は約27％であった

（Matsubayashi, M., Kurata, K., Sakai, Y., Morioka, T., 
Kato, S., Mine, S. & Ueda, S. , 2009）。その後，2007年刊
行論文の2008年調査，2009年刊行論文の2010年調査と継
続することで，生物医学分野のオープンアクセスの進展
度合いを見てきた。2009年刊行論文の2010年の調査では，
オープンアクセス論文の割合は50％にまで進展した

（Kurata, K., Matsubayashi, M., Mine, S., Yokoi, K.& Mo-
rioka, T., 2010）。これはBjörk, B-C., et al（2010）の結果
と比べると，非常に高い割合である。その理由としては，
生物医学分野が特にオープンアクセスが進んでいるこ
と，われわれの調査方法の方がオープンアクセス論文を
よく探せていること，われわれの調査対象としたサンプ
ルが主要な商業出版社の雑誌以外に偏っている可能性が
あること，などが考えられるが，これらについてはさら
なる調査と分析が必要である。
⑵　オープンアクセスを実現する手段

オープンアクセスを実現する手段のうち，生物医学分
野ではどの手段が最も貢献していたかについても調査し
た。2009年刊行論文の2010年調査の結果では，オープン
アクセス論文のうち約半分がオープンアクセス雑誌によ
るものであり，４割弱がPubMed Centralによるもので
あった。IRや著者のウェブサイトによるものはごくわ
ずかであった。

4.3　オープンアクセス推進の方策
4.2.1　全体的動向

われわれが生物医学分野におけるオープンアクセスの
状況を調査してきた理由の一つとして，NIHのPublic 
Access Policyの影響を見たいという意図もあった。こ
の政策は，米国のNIHが研究助成している研究の成果に
ついては，雑誌発表後１年以内にPubMed Centralにお
いてオープンアクセスとしなければならないとするもの
であり，2009年に義務化された。

この政策の背景にあるのは，国の税金を使ってなされ
た研究成果は広く国民に公開されるべきであるという考
え方である。国の政策としてオープンアクセスが義務化
されれば，オープンアクセスはかなり進展すると考えら
れた。われわれの調査結果では劇的な変化は見られなか
ったが，これは雑誌発表後１年間のエンバーゴが認めら
れていることが大きく影響していると考えられる。

NIHだけでなく，英国，フィンランド，スウェーデン，
カナダなどの国においても範囲はいろいろであるが，国
や公的機関の研究助成において，成果をオープンアクセ
スとして義務化する動きは進んでいる。さらにドイツの
マックスプランク研究機構や米国のハーバード大学や
MITでも，研究者の成果をオープンアクセスとするこ

http://findarticles.com/
http://findarticles.com/
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とを研究機関が義務化するという動きも出てきている。

5．オープンアクセスの今後

ここまでオープンアクセスの理念と現状を見てきた
が，今後のオープンアクセスの動向を見ていくに当たっ
ては，オープンアクセスの進展状況の把握，義務化等の
政策の動向だけでなく，学術情報流通の変化の様相にも
留意していく必要がある。

３章で述べたように，現在の電子ジャーナルは，電子
メディアとしての可能性を十分に展開しているものとは
いえない。むしろ印刷版の雑誌の機能や形式の枠組みか
ら抜け出していない状態といえる。しかし，電子ジャー
ナルも本格的に普及しだして10年以上が経過し，新しい
形式への変化が見え始めてきた。Elsevier社が雑誌Cell
で提案している新しい論文の形式は，「未来の論文」と
して注目を集めている。現時点では，論文をHTML形
式ではなく論文の構成（序論，方法，結果など）ごとに
タブ形式で表現したり，画像抄録や著者インタビューを
公開したり，被引用回数を最新の状況となるようにリン
クしたりと，個別にはこれまでにも実現されていたこと
を一つの論文にまとめた程度ではあるが，印刷版の学術
雑誌では表現できない情報が確実に増加してきている。

さらにデータ中心の科学，もしくはe-ResearchやCy-
berinfrastructureといった形での，研究データや情報の
共有化への関心も高まっている。ここでは論文のオープ
ンアクセスだけでなく，データのオープン化も課題とな
っている。オープンアクセスはこのような広い文脈の中
で検討していくことが重要と考える。
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The principle and current trends of Open Access
Keiko Kurata1）

This paper describes the principle and current trends of Open Access. In this paper, Open 
Access is considered as “progress of access for information（or knowledge）”．

Budapest Open Access Initiative is examined from two viewpoints; a）old tradition and a 
new technology, b）Green Road and Gold Road. Moreover the introduction of electronic 
journal in academic libraries and change of scholarly communication is discussed as 
background of open access. In order to clarify the current trends of open access, ７method 
of open access and percentage of open access are showed. At last, the future of open access 
should be considered in broader context such as “open data” or Cyberinfrastructure.
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